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    ０９５－８０１－００５０ 

 

～長崎労働局管内 平成２７年度の職場におけるハラスメント等に関する相談状況～ 

 

長崎労働局（局長 大塚 崇史）及び当労働局が設置する総合労働相談コーナーに寄せら

れた、職場におけるパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等の、ハラスメント

に係る相談状況は以下のとおりです。 

＜概 要＞ 

１ パワーハラスメント及び職場内のいじめ・嫌がらせに関する相談件数は、 

   ７０１件 で、前年比＋１１５件（１９.６％増） 

と大幅に増加した。（グラフ１） 

   

２ セクシュアルハラスメントに関する相談件数は 

７４件 で 前年比－７件（８.６％減） 

また、マタニティハラスメント（妊娠・出産、育休等を理由とする不利益取扱い）に関

する相談件数は 

    ４９件 で、前年比＋１７件(５３.１％増) 

 と増加した。（グラフ２） 

 

３ 職場におけるハラスメントの相談は、保健衛生業（病院・診療所、社会福祉施設等）

が一番多く全業種の２７.７％を占め、次いで卸小売業が１６.５％、製造業が９.３％で

あった。（グラフ３） 

 

４ 平成２７年度長崎労働局では、職場内のいじめ・嫌がらせ(パワーハラスメントを含む)

に関する相談は総務部企画室の総合労働相談コーナー、職場内のセクシュアルハラスメ

ント、マタニティハラスメント(妊娠・出産、育休等を理由とする不利益取扱い)に関す

る相談は雇用均等室が担当していたが、平成２８年４月に両室が統合され、新たに雇用

環境・均等室が発足し、職場における各種ハラスメントに関する相談に一元的に対応し

ている（資料１） 
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 平成２７年度長崎労働局では、職場内のいじめ・嫌がらせ(パワーハラスメントを含む)に

関する相談は、総務部企画室の総合労働相談コーナー、職場内のセクシュアルハラスメント、

マタニティハラスメント(妊娠・出産、育休等を理由とする不利益取扱い)に関する相談は、

雇用均等室が担当した。 

  

 ⑴総合労働相談コーナーにおける個別労働紛争解決制度の施行状況等 

   平成２７年度に総合労働相談コーナー※１に寄せられた相談件数は９,５４５件で、前

年比－１９７件(２.０％減)であったが、個別労働紛争※２に関する相談は２,９２１件で

前年比＋１２８件(４.６％増)となった。 

   個別労働紛争に関する相談の内訳の推移はグラフ４のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ①労働局長による助言・指導※４ 

    助言・指導の申出件数は１１３件であり、申出内容の内訳は、「その他労働条件(年

次有給休暇など)」３２件、「いじめ・嫌がらせ」３０件、「解雇」１５件であった。こ

のうち「いじめ・嫌がらせ」に関する助言・指導の申出は前年比＋１９件と大幅に増

加した。 

    (申出後に取り下げられたものを除く)助言・指導を実施した１１０件のうち、６７

件が「解決」となり、１４件が「一定の改善あり」、２９件が「未解決」となった。こ

のうち「いじめ・嫌がらせ」に関する助言・指導は２９件実施し、１７件が「解決」、

４件が「一定の改善あり」、８件が「未解決」となった。 

 

 

※３ 
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  ②長崎紛争調整委員会によるあっせん※５ 

あっせんは３６件の申請があり、あっせん申請内容の内訳は、「解雇」１５件、「い

じめ・嫌がらせ」１３件であった。 

また、平成２７年度に処理を終了した事案３２件のうち、あっせんで「合意」した

ものが１６件、合意に至らず「打ち切り」となったものが４件、紛争当事者の一方が

不参加になり「打ち切り」となったものが１２件であった。「いじめ・嫌がらせ」に関

するあっせん１３件のうち、あっせんで「合意」したものが６件、合意に至らず「打

ち切り」となったものが１件、紛争当事者の一方が不参加になり「打ち切り」となっ

たものが６件であった。 

   

  

    

 

 

 

 

 

 

 

助言・指導の例 

○会社の上司からの嫌がらせ 

 

 

 

 

あっせんの例 

○上司からのパワハラで退職に追い込まれた 

 

 

 

 

 

 

    

 

 居酒屋の店長から、作業中に足をけられる、ふざけて熱湯をかけられ、

火傷させられる等のいじめを受け、社長に相談したが、何も対応してく

れず退職に追い込まれた。会社が何の対応もしてくれなかったことに対

し、退職後の給料３カ月分及び慰謝料の支払いを求め、あっせんを申請

した。 

 あっせんを開催し、いじめがあったとの申出内容について会社側が一

部店長の行為を認め、退職後の給料の補償及び慰謝料の計２０万円を支

払うことで和解。 

 自分の上司が根拠もないのに、自分のことを病気だと他の従業員に言

いふらして困っており、社長に相談したがなかなか対応してくれないの

で、このような状況を改善するよう助言してほしい。 

 社長に対し、申出内容を伝え、根拠もない噂を流すことは問題と思わ

れるので、その上司に対し、そういう発言はしないよう注意をするとと

もに、職場全体として職場内で嫌がらせ等が起きないように取組を行う

よう助言した。後日、社長が申出人に対し、その上司に注意したことを

説明し、会社としても同じことが起きないような職場環境づくりに取り

組むことを約束した。 
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 ⑵雇用均等室における相談状況及び指導状況 

  ①相談状況 

    平成２７年度におけるセクシュアルハラスメントに関する相談件数は、７４件と過

去３年間において最も多かった平成２６年度より減少したが、そのうち労働者からの

相談は最も多くなり、半数以上を占めた。（グラフ６） 

    一方、妊娠・出産や育児休業等の取得を理由とする不利益取扱い（退職勧奨や身分

変更の強要など・・いわゆるマタニティハラスメント）に関する労働者からの相談件

数は２４件と前年度（２３件）から微増となった。（グラフ７） 
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  ②相談対応 

    事業主又は労働者等からの相談に対しては、相談者の意見を尊重しながら対応する

とともに、自主的解決が困難な事案に関しては、相談者の求めに応じて都道府県労働

局長による助言・指導・勧告※６や紛争調整委員会による調停制度※７を設けている。 

以下、その制度により、紛争の解決を図った事例を紹介する。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㋐ セクシュアルハラスメントにより就労継続が困難となり退職せざるを得  

なくなったため、会社に対し、慰謝料等を求めた事例 
 

直属の上司から抱きつかれる等のセクシュアルハラスメントを受け、会社

に相談したが対応されず退職せざるを得なくなった。周囲はセクシュアルハ

ラスメントを受けていることに気付いていても見て見ぬふりであった。 
職場におけるセクシュアルハラスメントにより受けた精神的苦痛に対し、

慰謝料の支払い、及び行為者に対する処分を求めたい。 

 相談窓口担当者が、被害を受けた労働者からの相談に対しどのように対応

するのかをあらかじめ定めていなかったことで、相談者は就労継続を断念せ

ざるを得なくなったことを認め、相談者が求める金額の支払いと、行為者に

対する処分がなされた。 

 また、職場におけるセクシュアルハラスメント防止方針をすべての労働者

に周知し、事後の対応を取締役に全権委任し、再発防止に努めることとした。 

㋑ 育児休業中に、復職先がないことを理由に退職勧奨され、退職勧奨に応じ 

ることとしたが、今後このような取扱いは改めるよう指導を求めた事例 
 

 ２人目の育児休業中に、社長から、復職先がないことを理由に退職勧奨さ

れた。復職して働きたいと言っても、子どもが２人もいると何かにつけて休

みがちになるだろうし、同僚も相談者の復職を望んでいない等いろいろな理

由をつけてくる。 
 社長との複数回のやり取りの中で復職の意思はなくなったので、退職勧奨

に応じることとするが、二度と同じようなことが起こらないよう指導を行っ

てほしい。 

 育児休業の取得等を契機とする退職勧奨は育児・介護休業法で禁止されて

いるため、本来は、当該退職勧奨を撤回し、雇用関係を継続するよう指導す

ることとなるが、今回は、本人が就労継続の意思がなくなったため、今後同

様の不利益取扱いをしないよう会社に対して指導を行った。 
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  ③指導状況 

   ㋐セクシュアルハラスメント対策についての指導状況 

     男女雇用機会均等法に基づき、企業１０６社に対し行政指導を行った。このうち 

    セクシュアルハラスメント対策についての指導を行った企業は９６社(９０.６％） 

    で、その割合は過去３年間で最も多かった。（グラフ８） 

   ㋑育児休業制度についての指導状況 

     育児・介護休業法に基づき、企業９９社に対し規程の整備について行政指導を行

った。このうち、育児休業制度についての指導を行った企業は４０社（４０.４％）

であった。(グラフ９) 

 

 

 

 

 

㋒ ハラスメントを受け、精神的に辛い思いをしたので、二度とセクシュアル 

ハラスメント・パワーハラスメントが起こらない職場にするよう指導を求め 

た事例 
 

 同僚の女性労働者から、自分の身体に胸を押し付けられる等のセクシュア

ルハラスメントを受けたり、無視される、暴言を言われる等のパワーハラス

メントを受けていることを会社に相談しても対応してくれない。 

 今の職場で働き続けたい。名前を伝えてもらっていいので、ハラスメント

のない職場環境を整備するよう指導してほしい。 

 職場におけるセクシュアルハラスメント防止対策については、男女雇用機

会均等法において事業主に措置を講じるよう義務付けているが、パワーハラ

スメント防止については法制化されていないため、パワーハラスメントの相

談を受ける総合労働相談コーナーと連携し、事業主に対し、法に沿ったセク

シュアルハラスメント防止対策を講じるよう助言・指導を行うとともに、パ

ワーハラスメント対策も併せて実施するよう説明を行った。 

 この結果、法に沿ったセクシュアルハラスメント防止対策が講じられると

ともに、すべての従業員に対し、セクハラ・パワハラのない職場環境づくり

に関する通達が発出され、相談者は継続就業できるようになった。 
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⑶ 個別労働紛争解決制度の活用について 

長崎県内でも、職場における各ハラスメントの相談は増加しています。 

   長崎労働局では、昨年度までは職場内のいじめ・嫌がらせ(パワーハラスメントを含む) 

  に関する相談は、総務部企画室の総合労働相談コーナー、職場内のセクシュアルハラス 

  メント、妊娠・出産、育休等を理由とする不利益取扱いに関する相談(いわゆるマタニテ 

  ィハラスメント)は、雇用均等室が担当していましたが、平成２８年４月に雇用環境・均 

  等室が発足して以降は、いろいろなハラスメントの相談について、一元的に対応してい 

  ます。相談があった場合には、解決に向けたアドバイスを行うとともに、必要に応じ相 

  談内容に応じた紛争解決制度を案内し、また、相談者が求める場合には、助言・指導、 

  や勧告を実施したり、紛争調整委員会でのあっせん、調停を開催します 

ハラスメントに限らず、労使関係のトラブルに巻き込まれた場合には、長崎労働局雇

用環境・均等室を気軽にご利用下さい。 

 

http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo1-16082301.pdf
http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo1-16082301.pdf
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備 考 

※１ 総合労働相談コーナー 

    個別労働紛争の中には、単に法令や判例を知らなかったり、誤解に基づいて発生したものが多く、 

   こういった場合には、労働問題に関する情報を入手したり、専門家に相談することで紛争に発展す 

   ることを未然に防止したり、紛争を早期に解決できることも多い。 

   このため、各都道府県労働局では、総合労働相談コーナーを設置し、総合労働相談員を配置し、 

   職場でのハラスメント、労働条件、いじめ･嫌がらせ、募集・採用、など、労働問題に関するあら 

   ゆる分野についての労働者、事業主からの相談を面談、電話で受けている。（事案の内容により担 

   当行政機関を案内する場合もある）。また、相談者が希望する場合には、裁判所、地方公共団体等、 

   他の紛争解決機関の情報を提供している。 

   長崎労働局管内においては 

     ①長崎労働局雇用環境・均等室  ②長崎労働基準監督署  ③佐世保労働基準監督署 

     ④江迎労働基準監督署      ⑤島原労働基準監督署  ⑥諫早働基準監督署 

     ⑦対馬労働基準監督署(壱岐駐在事務所) 

   に設置しており、①②③⑤については、女性の総合労働相談員を配置している。 

※２ 個別労働紛争 

  労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（労働者の 

  募集及び採用に関する事項についての個々の求職者と事業主との間の紛争を含む）のことをいう。 

  個別労働紛争は、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律により「個別労働関係紛争が生じ 

  たときは、当該個別労働関係紛争の当事者は、早期に、かつ、誠意をもって、自主的な解決を図る 

  ように努めなければならない。」と規程されている。 

※３ 個別労働紛争以外の相談 

    グラフ４の「個別労働紛争以外の相談」とは、法令・制度の内容等にかかる問い合わせ、労働基 

   準法等の違反の疑いがある相談などが該当するもの。 

※４ 都道府県労働局長による助言・指導 

   長崎労働局長が個別労働紛争の問題点を指摘し、解決の方向を示唆することにより、紛争当事者

による自主的な解決を促進する制度。詳細は別添資料２の「助言・指導の申出ガイド」を参照。 

※５ 紛争調整委員会による「あっせん」 

   当事者の間に弁護士等の学識経験者である第三者が入り、双方の主張の要点を確かめ、紛争当事 

   者間の調整を行い、話合いを促進することにより、紛争の円満な解決を図る制度。 

   なお、両当事者が希望した場合は、両者が採るべき具体的なあっせん案を提示することも可能。 

   詳細は別添資料３の「あっせん申請ガイド」を参照。 

※６ 都道府県労働局長による助言・指導・勧告(均等３法に基づく） 

    労働者と事業主との間で、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に係る

民事上の個別労働紛争について、長崎労働局長が、紛争当事者双方の意見を尊重しつつ、法律の趣

旨に沿って問題解決に必要な具体策について助言、指導、勧告することにより、解決を図る制度。

詳細は別添資料４の「職場のトラブルで悩んでいませんか？男女雇用機会均等法／育児・介護休業

法／パートタイム労働法に基づく紛争解決援助制度のご案内」を参照。 

※７ 紛争調整委員会による「調停」 

    労働者と事業主との間で、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に係る

民事上の個別労働紛争について、長崎労働局長から委任を受けた長崎紛争調整委員会から選任され

た調停委員が、双方の意見を尊重しつつ、紛争当事者間の調整を行い、解決案を提示することによ

り紛争の円満な解決を図る制度。詳細は別添資料４の「職場のトラブルで悩んでいませんか？男女

雇用機会均等法／育児・介護休業法／パートタイム労働法に基づく紛争解決援助制度のご案内」を

参照。 

http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo2-16082301.pdf
http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo4-16082301.pdf
http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo4-16082301.pdf
http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo3-16082301.pdf
http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo4-16082301.pdf
http://nagasaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/nagasaki-roudoukyoku/kinto/201608/siryo4-16082301.pdf

